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第６章 都市機能誘導区域 

 

１ 都市機能誘導区域とは 

 

都市機能誘導区域は、医療・商業・福祉等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導・

集約することにより、各種サービスの効率的な提供を図る区域です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 都市機能誘導区域の設定の方針 

 (1) 基本的な考え方 

    都市計画運用指針を基に、以下のいずれかの条件を満たす区域について、市の拠点形成や、

都市の再生等を総合的に勘案し、都市機能誘導区域を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 都市機能誘導に適さない区域 

上記の要件を満たす場合であっても、以下の区域については、都市機能誘導区域に含めな 

いこととします。 

ア 工業地域及び工業専用地域 

     工業的利用を図る区域であることから、上記の条件を満たす区域内であっても、原則と 

して都市機能誘導区域は設定しません。 

    イ 第一種低層住居専用地域及び第二種低層住居専用地域 

      閑静な住環境の保全を図る区域であることから、都市機能誘導区域を設定しません。 

 

 ただし、用途地域の見直しを行う場合には、これらの区域であっても都市機能誘導区域を 

設定する場合があります。 

また、災害が発生するおそれがある区域の中でも、駅や公共施設などの都市機能が一定程 

度集積する区域については、防災対策を講じながら、都市機能誘導区域を設定することとし 

ます。 

【参考 都市計画運用指針で示されている都市機能誘導区域の考え方】 

都市機能誘導区域は、例えば、都市全体を見渡し、鉄道駅に近い業務、商業などが集積

する地域等、都市機能が一定程度充実している区域や、周辺からの公共交通によるアク

セスの利便性が高い区域等、都市の拠点となるべき区域を設定することが考えられる。 

また、都市機能誘導区域の規模は、一定程度の都市機能が充実している範囲で、かつ、

徒歩や自転車等によりそれらの間が容易に移動できる範囲で定めることが考えられる。 

■ 都市機能が一定程度充実している区域 

 Ａ ＪＲ常磐線各駅から約 800ｍ圏内の区域 

Ｂ 現に商業地域・近隣商業地域が設定されている区域 

■ 周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い区域 

 Ｃ バス路線沿道や幹線道路沿道のうち、現に商業施設や医療施設等の都市機能が集積す

る区域又は集積を図る区域 

 Ｄ ひたちＢＲＴ沿線地域のうち、現に都市機能が集積する区域又は集積を図る区域 

 Ｅ 旧町村の中心又は住宅団地に配置された拠点施設のうち、路線バスの便が確保され、

利用圏域内での人口維持を図るために都市機能の維持・集積を行う区域 
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表 都市機能誘導区域の基本的な考え方と候補とする地域 

考え方 
都市機能が一定程度充実し

ている区域 

周辺からの公共交通によるアクセスの利便性が高い

区域 

区分 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

候補とす

る地域 

ＪＲ常磐線 

各駅周辺 

・商業地域 

・近隣商業地域 

・バス路線沿道 

・幹線道路沿道 
ひたちＢＲＴ沿線 

旧町村の中心 

住宅団地内の拠点 

理 由 

交通結節点

である駅を中

心に都市機能

が集積されて

おり、まちづ

くりの重要な

拠点となる。 

用途地域に合

わせて都市機能

が一定程度充実

しており、今後も

機能の集積が見

込まれる。 

移動利便性が高

く、一定の都市機能

が集積する区域は、

日常生活を支える

拠点として認識さ

れているため、今後

も更なる拠点性の

充実を図る。 

公共交通の新た

な南北軸として、沿

線におけるまちづ

くりに取り組むこ

とにより、公共交通

利便性の高い居住

環境の形成を図る。 

近隣からのアクセ

スが比較的容易であ

り、住民の日常生活

を支える拠点として

認識されている既存

の都市機能が集積す

る区域の維持・保全

を図る。 

 

３ 都市機能誘導区域のタイプと機能 

 市内における各種サービスの効率的な提供を図るため、鉄道駅周辺や住宅地周辺など、異なっ

た性格を有する都市機能誘導区域について、タイプ別に区分し、各地区が担う役割を明確にしま

す。 

表 都市機能誘導区域のタイプと機能 

タイプ 考え方 

機能構成のイメージ 

医療・福祉 商業 公共交通 
公共 

サービス 

都
市
拠
点
型 

中
心
商
業
業
務 

鉄道駅周辺区域のうち、一

定程度の都市機能が集積し、

都市レベルでの拠点として

サービス機能の誘導・集約を

行う拠点 

□地域医療の拠

点となる医療

機能 

□クリニック等、

かかりつけ医

療機能 

□買回品や専門

性のある商業

機能 

□交通転換、交通

結節機能 

□行政の本庁 

□金融の本・支店機能 

地
域
生
活
業
務 

鉄道とひたちＢＲＴ・路線

バスの結節機能を土台とし

て、サービス機能の誘導・集

約を行うことによって、支所

管内ごとに都市機能を維持・

形成する拠点 

□最寄品がある

商業機能 

□支所・交流センター・

その他公共サービス

機能 

□金融の支店機能 

生 活 

支援型 

民間施設と公益施設が近

接して立地し、住宅地に近接

する場所等で日常サービス

を提供する機能を維持・形成

する拠点 

□公共交通サービ

ス 

□支所・交流センター 
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４ 各地区における現況とまちづくりの方向性 

(1) 十王・豊浦地区 

2020年（令和２年） ５歳階級人口構成 

【十王地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【豊浦地区】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活利便施設のカバー率 

【十王地区】               【豊浦地区】 

 

 

 

 

 

 

 

地区の特性・課題 

○ＪＲ十王駅周辺では土地区画整理事業が施行され、計画的で機能的な市街地が形成されています。 

○日常生活に必要な施設が多く立地する県道十王停車場川尻線沿道周辺における既存の都市機能の維持

を図りながら、隣接する土地区画整理事業等により計画的に整備された市街地の生活環境を維持する

必要があります。 

○本市の中でも田園的要素が多く残る地域となっており、田園居住などの付加価値を有した居住環境を

提供する地域資源が存在しています。 

 

408 618 806 759 427 367 552 765 990 1,117 874 764 866 1,071 1,003 1,867 

4,686 
5,858 

7,041 
8,098 7,843 7,337 7,606 8,444 

9,904 

13,816 
12,861 

11,326 10,471 
12,227 

13,314 

30,984 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）

310 402 435 446 314 296 410 470 559 812 658 590 621 740 771 1,567 

4,686 
5,858 

7,041 
8,098 7,843 7,337 7,606 8,444 

9,904 

13,816 
12,861 

11,326 10,471 
12,227 

13,314 

30,984 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）

（％）

十王 市全体

商業施設 48.5 89.7

医療施設 38.5 81.0

高齢者福祉施設 53.0 89.0

児童福祉施設 57.3 79.9

公共交通 71.3 76.1

区分

（％）

豊浦 市全体

商業施設 95.0 89.7

医療施設 93.1 81.0

高齢者福祉施設 99.6 89.0

児童福祉施設 71.3 79.9

公共交通 78.9 76.1

区分
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□十王駅周辺については、既成市街地の機能維持や計画的に整備された住宅地周辺に不足している都市

機能の誘導を検討します。 

□幹線道路沿道に都市機能が集約し、生活利便性の高い県道十王停車場川尻線沿道の住環境向上のた

め、十王川の洪水対策の促進を図るとともに災害時における避難誘導等について周知強化を図りま

す。 

□生活利便性の向上を図りながら、良好な居住環境の形成を目指します。 

□市街化調整区域の住宅団地や既存集落（区域指定含む。）については、引き続き居住環境の維持を図

ります。 

□十王駅や小木津駅へのアクセスを確保する公共交通ネットワークを形成します。 

□鵜の岬周辺については、観光交流機能として、多くの観光客の来訪による交流の促進を図るととも

に、景観など魅力の向上に努めます。 

地域別ゾーニング図 
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(2) 日高地区 

 

2020年（令和２年） ５歳階級人口構成 

 

生活利便施設の 

カバー率 

 

地区の特性・課題 

○地区内に大規模開発により多くの住宅団地が整備され、団地周辺おいては日

常生活に必要な施設が近接するなど、比較的利便性の高い地区となっていま

す。 

○豊かな自然を有する小木津山自然公園には、多くの人が来園し、自然を通じ

た交流が図られています。 

○生活利便施設が国道６号や県道日立いわき線沿道に分布し、その周辺には計

画的に整備された住宅地が形成されています。地区東西で生活圏が形成され

ていることを踏まえ、機能の維持を図る必要があります。 

○計画的に整備された住宅地における生活利便性を確保するため、地域生活拠

点及びその周辺における既存の都市機能の向上を図る必要があります。 

○小木津駅周辺においては、既存の都市機能を向上する必要があります。 

○閑静な住宅地における一定の生活機能の提供を行うとともに、良好な居住環境

の形成や魅力の向上を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

609 745 937 1,078 933 1,001 1,012 1,134 1,230 1,639 1,761 1,672 1,507 1,613 1,620 
3,760 

4,686 
5,858 

7,041 
8,098 7,843 7,337 7,606 8,444 

9,904 

13,816 
12,861 

11,326 10,471 
12,227 

13,314 

30,984 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）

（％）

日高 市全体

商業施設 97.3 89.7

医療施設 79.7 81.0

高齢者福祉施設 94.8 89.0

児童福祉施設 80.0 79.9

公共交通 79.9 76.1

区分
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□小木津駅前市街地では、拠点形成を誘導し、良好な居住環境の形成や生活利便機能の充実を図りま

す。 

□低未利用地を活用した魅力ある拠点形成を目指します。 

□国道６号沿道では、生活利便機能を有する拠点の充実を図ります。 

□小木津駅へのアクセスを確保する公共交通ネットワークを形成します。 

□市街地に近接する小木津山自然公園を活用し、自然に触れあえる暮らし方を提供します。 

□地域間の移動性を高める道路ネットワークの強化を進めます。 

地域別ゾーニング図 
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(3) 本庁地区 

 

2020年（令和２年） ５歳階級人口構成 

 

生活利便施設の 

カバー率 

 

地区の特性・課題 

○市の中央に位置し、日立駅を中心に商業・業務機能が集積された市の中心的

な地区となっています。 

○日立駅周辺では、計画的な土地区画整理事業により市街地が整備されており、

国道６号西側では、大規模開発により多くの住宅団地が整備されています。 

○日立駅周辺は、これまで商業業務機能の中心エリアでしたが、空き家等の増加

による「都市のスポンジ化」が課題となっています。 

○会瀬町や神峰町など一部のエリアでは、マンションの建設や、社宅跡地等の

商業や住宅への転換などにより、居住者の増加が見受けられることから、こ

れらの地域における生活利便性を維持・確保する必要があります。 

○国道６号などの幹線道路沿道等に日常生活に必要な施設が立地しており、こ

のような機能を維持・充実させるとともに、生活の拠点とのアクセス性の向

上が望まれます。 

○日立駅周辺の低未利用地においては、都市的土地利用や生活の拠点となるべき

重要な箇所として、交流やにぎわいを創出するような土地利用を図る必要があ

ります。 

○国道６号西側の大規模開発による住宅団地については、一定の生活機能や良好

な居住環境を維持する必要があります。 

○かみね公園や池の川総合公園等の交流拠点を有することから、これらをいかし

た魅力ある都市空間と都市機能の充実を図ることが期待されます。 

1,061 1,360 1,588 2,083 2,307 1,773 1,792 2,004 2,311 
3,248 2,970 2,637 2,471 2,872 3,157 

7,904 

4,686 
5,858 

7,041 
8,098 7,843 7,337 7,606 8,444 

9,904 

13,816 
12,861 

11,326 10,471 
12,227 

13,314 

30,984 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）

（％）

本庁 市全体

商業施設 93.7 89.7

医療施設 88.8 81.0

高齢者福祉施設 89.6 89.0

児童福祉施設 87.0 79.9

公共交通 85.5 76.1

区分
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□日立駅及びその周辺については、日立の顔として、若者に好まれるような魅力ある都市空間の形成 

を図ります。 

□中心的な拠点にふさわしい多様な都市機能の集積を行うとともに低未利用地の土地利用転換により、

日立駅周辺の定住人口の確保に取り組みます。 

□現在の生活利便施設の集積を踏まえつつ、公共交通やひたちＢＲＴの延伸を考慮した拠点形成を誘 

導します。 

□既存団地の再生を検討し、付加価値を高めた新たな居住環境の創出を検討します。 

□かみね公園については、観光交流機能として、多くの観光客の来訪による交流の促進を図るととも

に、景観など魅力の向上に努めます。 

地域別ゾーニング図 
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(4) 多賀地区 

 

2020年（令和２年） ５歳階級人口構成 

 

生活利便施設の 

カバー率 

 

地区の特性・課題 

○常陸多賀駅を中心に商業・業務機能が集積された、本庁地区に次ぐ市の中心

的な地区となっており、最も人口が多い地区となっています。 

○常陸多賀駅周辺では、計画的な土地区画整理事業により市街地が整備されて

おり、国道６号西側では、大規模開発により多くの住宅団地が整備されてい

ます。また、近年では、社宅や工場の跡地が商業や住宅などに土地利用転換

されています。 

○諏訪町及び桜川町などの一部地域では、住宅と工場が共存している地域も 

見受けられます。 

○常陸多賀駅周辺は、これまで商業業務機能の中心エリアでしたが、 

「都市のスポンジ化」が課題となっています。 

○常陸多賀駅周辺は、鉄道と路線バスの拠点であり、ひたちＢＲＴが接続されて

いることから、本市の公共交通の拠点として、更なる利便性や利用環境の向上

に取り組む必要があるとともに日立駅と並ぶ都市の拠点として、にぎわいの創

出や、交流の拡大を図るための土地利用を推進する必要があります。 

○諏訪地区や油縄子地区等で、生活利便施設の立地が進んでおり、このような

既存機能の維持・充実を図りながら都市機能の集約化を図る必要がありま

す。 

○ひたちＢＲＴの沿線については、計画的な都市機能の誘導を図る必要がありま

す。 

1,751 2,065 2,457 2,660 2,826 2,814 2,734 2,967 3,555 
5,051 4,686 3,953 3,355 4,117 4,891 

11,154 

4,686 
5,858 

7,041 
8,098 7,843 7,337 7,606 8,444 

9,904 

13,816 
12,861 

11,326 10,471 
12,227 

13,314 

30,984 

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）

（％）

多賀 市全体

商業施設 97.4 89.7

医療施設 86.6 81.0

高齢者福祉施設 97.1 89.0

児童福祉施設 87.8 79.9

公共交通 74.1 76.1

区分
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□常陸多賀駅周辺では、交通結節機能の更なる強化を行うとともに、生活利便性や魅力向上に資する都

市機能の誘導を図ります。 

□近隣住民の居住環境の維持・保全のため、諏訪・油縄子などの生活の拠点となるべき地区において拠

点形成を進めます。 

□河原子町地内の国道 245 号沿道は、ひたちＢＲＴの将来ルートを踏まえながら、住民の生活利便性の

向上に資する施設の更なる充実を図ります。 

□ひたちＢＲＴ沿線において、居住機能や生活利便機能の誘導に向けた土地利用転換を検討します。 

□住宅政策と連携しながら、空き家、空き店舗の活用を促進します。 

□準工業地域等で居住と産業機能が共存する環境をいかし、職住近接の住まい方を検討します。 

地域別ゾーニング図 
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(5) 南部地区 

 

2020年（令和２年） ５歳階級人口構成 

 

生活利便施設の 

カバー率 

 

地区の特性・課題 

○大甕駅の駅舎改築や西口交通広場、東西自由通路の整備が行われるなど、交

通結節点の機能強化が図られています。 

○大甕駅周辺、国道 245号沿道、地区西側などに大規模な工場が立地し、茨城

港日立港区では、輸出入自動車の流通施設やエネルギー関係を中心とした産

業の集積が見受けられます。 

○道の駅日立おさかなセンター周辺において、市内外からの来訪者により、に

ぎわいが創出されています。 

○大甕駅周辺については、学校が近接していることから、若者に好まれる都市

機能の誘導も必要と考えられます。 

○幹線道路沿道等に日常生活に必要な施設が立地しており、このような機能を

維持するとともに、生活の拠点との移動性の向上が望まれます。 

○地区内に点在する住宅団地については、一定の生活機能や良好な居住環境を維

持する必要があります。 

○公共交通アクセス性の高い地区として、ひたちＢＲＴ沿線の新たなまちづくり

を進めていく必要があります。 

○道の駅日立おさかなセンターやなぎさ公園、久慈サンピア日立等の観光交流施

設が集積しており、これらを活用した、更なるにぎわいの向上が必要と考えら

れます。 
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■構成比（地区） ■構成比（市） ※値は実数（人口）

（％）

南部 市全体

商業施設 95.6 89.7

医療施設 92.9 81.0

高齢者福祉施設 93.3 89.0

児童福祉施設 83.4 79.9

公共交通 75.3 76.1

区分
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地域づくりの方向性（主なもの） 

□大甕駅周辺は、市南部の中心拠点として都市機能を誘導します。 

□既存の集積状況を踏まえ、ひたちＢＲＴや居住地からの利便性を考慮した拠点形成を誘導します。 

□大学生や若者に好まれるような駅前の景観形成を検討します。 

□低未利用地の土地利用転換により、大甕駅周辺の定住人口や都市機能の確保に取り組みます。 

□南の玄関口として住民の定住促進に資する居住環境の再生を検討します。 

□道の駅日立おさかなセンター周辺の魅力を高め、交流の拡大を促進します。 

□大甕駅やひたちＢＲＴへのアクセスを確保する公共交通ネットワークを形成します。 

地域別ゾーニング図 
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図 都市計画マスタープラン ゾーニング図 
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５ 各地区における都市機能誘導区域の配置の考え方 

 

都市計画マスタープランに示す日立市全体の土地利用ゾーニング、地域別構想での位置付け

や、前項までの現況・課題等を踏まえ、以下の地区を中心として都市機能誘導区域を設定し、

市全域における生活環境の維持・向上を図ることとします。 

 

地域名 都市計画マスタープランでの地区の方向性 都市機能誘導区域の考え方 

十
王
地
区 

〇十王駅周辺での拠点形成を誘導する

とともに、日常生活で不足する都市機

能の充実を図ります。 

〇市街化調整区域の住宅団地や既存集

落（区域指定含む。）については、引き

続き居住環境の維持を図ります。 

 十王駅周辺に近接する住宅地や、城の丘

団地・いぶき台団地を始めとした市街化調

整区域の住宅団地などに多くの住民が居住

しており、これらの地域の生活を支えるた

め、同駅を中心に拠点形成を図ります。 

十王駅周辺や県道十王停車場川尻線沿道

については、十王川の洪水浸水想定区域が

指定されていますが、災害リスクの周知や

災害発生時の避難体制などについて十分な

検討を行うことを前提に都市機能誘誘導区

域を設定し、機能の集積を図ります。 

豊
浦
地
区 

〇十王駅周辺における既存居住エリア

の生活利便性向上を図ります。 

〇県道十王停車場川尻線沿道では、十

王駅周辺市街地と連携した都市機能

の集約を図ります。 

〇既成市街地の機能維持や計画的に整

備された住宅地周辺に不足している

都市機能の誘導を検討します。 

日
高
地
区 

〇小木津駅前市街地では、良好な居住

環境の形成や生活利便機能の充実を

図るとともに拠点形成を誘導しま

す。 

〇国道６号沿道では、生活利便機能を

有する拠点の充実を図ります。 

〇低未利用地を活用した魅力ある拠点

形成を目指します。 

 小木津駅周辺のほか、地区を縦断する国

道６号沿道に商業施設等の集積が見られ、

近隣の居住者の生活を支える拠点となっ

ていることから、これらの地域を中心に都

市機能誘導区域を設定することで、居住環

境の維持・向上を図ります。 
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地域名 都市計画マスタープランでの地区の方向性 都市機能誘導区域の考え方 

本
庁
地
区 

〇本市の中心的な拠点にふさわしい多

様な都市機能の集積を目指します。 

〇日立駅周辺では、駐車場の増加が顕

著であることから、都市機能の誘導

と連携しつつ、土地利用更新を誘導

します。 

〇日立の顔として、若者に好まれるよ

うな魅力ある都市空間の形成を図り

ます。 

〇現在の生活利便施設の集積を踏まえ

つつ、公共交通やひたちＢＲＴの延

伸を考慮した拠点形成を誘導しま

す。 

 日立駅周辺については、市の中心拠点で

あり、商業業務機能や行政機能が集積して

いることから、都市拠点型の都市機能誘導

区域を設定し、都市的土地利用の機能の更

なる充実や、周辺住宅地における利便性等

の更なる向上を図ります。 

 また、国道６号や県道日立いわき線など

の幹線道路の沿道に商業機能等が集積し、

拠点を形成している箇所が存在しているこ

とから、これらの地域を中心に都市機能誘

導区域を設定し、周辺住民の居住環境の維

持・向上を図ります。 

多
賀
地
区 

〇本庁地区に次ぐ市の中心的な地区と

して、常陸多賀駅周辺は、低未利用

地を活用した計画的な都市機能集積

を目指します。 

〇常陸多賀駅周辺では、交通結節機能

の更なる強化を行うとともに、生活

利便性や魅力向上に資する都市機能

の誘導を図ります。 

〇近隣住民の居住環境の維持・保全の

ため、諏訪・油縄子などの生活の拠

点となるべき地区において拠点形成

を進めます。 

〇ひたちＢＲＴ沿線において、居住機

能や生活利便機能の誘導に向けた土

地利用転換を検討します。 

 常陸多賀駅周辺は、鉄道駅周辺のにぎわ

いや、交流の創出のほか、交通結節点として

の機能強化に配慮した都市機能誘導区域を

設定します。 

また、諏訪・油縄子などの地区では、各種

施設の配置や周辺住宅地の生活利便性等を

考慮した都市機能誘導区域を設定します。 

あわせて、ひたちＢＲＴ沿線の大沼や水

木などの地区においては、公共交通の利便

性をいかしたまちづくりを推進するため、

旧日立電鉄線の駅周辺での拠点形成を目指

します。 

南
部
地
区 

〇大甕駅周辺は、市南部の中心拠点とし

て都市機能を誘導するとともに、低未

利用地の土地利用転換により、駅周辺

の定住人口や都市機能の確保に取り

組みます。 

〇南の玄関口として新規住民の定住促

進に資する居住環境の再生を検討し

ます。 

〇道の駅日立おさかなセンター周辺の

魅力を高め、交流の拡大を促進しま

す。 

 大甕駅周辺については、既存の都市機能

や交通結節点としての機能に配慮しながら

都市機能誘導区域を設定します。 

 久慈浜地区については、津波浸水想定区

域が指定されていますが、災害対策の促進、

災害リスクや避難誘導の周知などの対策を

講じた上で、観光交流機能の更なる向上を

図るため、都市機能誘導区域を設定します。 

南高野地区については、南部支所周辺の

生活利便性の維持・向上に配慮した都市機

能誘導区域を設定します。 
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６ 都市機能誘導区域の設定 

 

前項までの考え方を踏まえ、以下のとおり都市機能誘導区域を定めます。 

 

表 都市機能誘導区域の設定 

No. 都市機能誘導区域名   拠点のタイプ 区域の概要 面積（ha） 

1 十王駅周辺地区 
都

市

拠

点

型 

地域生活業務 
十王駅東部の近隣商業地域と西部の郵便局、十王交流セン

ターを含む区域 
22.4 

2 小木津駅周辺地区 地域生活業務 小木津駅東部の近隣商業地域と西部の郵便局を含む区域 24.4 

3 日立駅周辺地区 中心商業業務 
日立駅西部の市街地と、駅東部の一部や日立市役所周辺を

加えた区域 
111.3 

4 常陸多賀駅周辺地区 地域生活業務 常陸多賀駅西部の市街地と、駅東部の一部を加えた区域 82.9 

5 大甕駅周辺地区 地域生活業務 大甕駅東部の市街地と、駅西口の交通広場を含む区域 70.5 

6 田尻地区 

生

活

支

援

型 

幹線道路沿道 

国道６号沿道の商業施設や東部の福祉施設を含む区域 15.3 

7 滑川地区 
県道日立いわき線沿道の交流センターや商業施設を含む区

域 
11.5 

8 兎平地区 
国道６号沿道の病院、商業施設、銀行、郵便局等を含む区

域 
28.9 

9 諏訪地区 
諏訪交流センター付近の商業施設、銀行、郵便局等を含む

区域 
8.5 

10 油縄子地区 国道６号沿道の病院、商業施設、福祉施設等を含む区域 23.9 

11 金沢地区 国道６号沿道の診療所、商業施設、郵便局等を含む区域 19.5 

12 金沢団地地区 
地域密着 

金沢団地内の商業施設、郵便局を含む区域 0.6 

13 南高野地区 南部支所付近の商業施設を含む区域 2.3 

14 久慈浜地区 幹線道路沿道 
久慈交流センター、道の駅日立おさかなセンター、久慈サ

ンピア日立を含む区域 
13 

15 大沼地区 
ＢＲＴ沿線 

ＢＲＴ停留所（旧日立電鉄線大沼駅）付近の区域 0.5 

16 水木地区 ＢＲＴ停留所（旧日立電鉄線水木駅）付近の区域 1.9 

 計 437.4 
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７ 各都市機能誘導区域の役割 

 

都市全体のゾーニングや地域別の将来像を踏まえ、各地区に配置する都市機能誘導区域の役

割を以下のように設定します。 

 

表 都市機能誘導区域の役割 

地区 都市機能誘導区域名 拠点の役割 

十王・豊浦 十王駅周辺地区 
○既存の生活利便施設の集積を維持・強化することにより、十王地区、

豊浦地区における日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

日高 

小木津駅周辺地区 
○既存の生活利便施設の集積を維持・強化することにより、日高地区に

おける日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

田尻地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接する場所

で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

本庁 

滑川地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接する場所

で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

日立駅周辺地区 

○市の中心を担う市街地として、にぎわいの創出や交流の拡大、働く場

所の提供、利便性の高い暮らしの提供など多様な役割を担うととも

に、本庁地区における日常生活を支援する役割を担います。 

兎平地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接する場所

で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

多賀 

常陸多賀駅周辺地区 

〇日立駅に次ぐ都市の拠点として、高い交通利便性をいかし、 

にぎわいの創出や交流の拡大、多賀地区における日常生活の支援な

ど、多賀地区の核として多様な役割を担います。 

諏訪地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接する場所

で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

油縄子地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接する場所

で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

金沢地区 
○幹線道路沿道の生活利便施設の集積をいかし、住宅地に近接する場所

で、日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 

金沢団地地区 
○金沢団地等、周辺に位置する住宅団地の生活を支える拠点として、生

活に密着したサービスを提供する役割を担います。 

大沼地区 
○公共交通利便性の高い、ひたちＢＲＴ沿線での生活を支える新たな拠

点として、生活に密着したサービスを提供する役割を担います。 

水木地区 
○公共交通利便性の高い、ひたちＢＲＴ沿線での生活を支える新たな拠

点として、生活に密着したサービスを提供する役割を担います。 

南部 

大甕駅周辺地区 

○市の南の玄関口として、大学との連携強化による教育・文化拠点とし

ての役割や、既存の都市機能の集積をいかし、南部地区における日常

生活を支援する役割を担います。 

久慈浜地区 

○道の駅日立おさかなセンターを中心に、観光来訪者の玄関口として、

にぎわいを創出する拠点としての役割や、近隣住民の日常生活を支援

する拠点としての役割を担います。 

南高野地区 
○既存の行政サービスや商業機能を中心に機能集積を進め、南部地区に

おける日常生活を支援する拠点としての役割を担います。 
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図 都市機能誘導区域 
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図 居住誘導区域及び都市機能誘導区域の配置   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 市街化区域と居住誘導区域・都市機能誘導区域の面積比較 

 

 

 

 

  

 面積（ha） 市街化区域に対する各誘導区域の割合 

市街化区域 5,061 ― 

居住誘導区域 2,775.3 54.8％ 

都市機能誘導区域 437.4 8.6％ 
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■都市機能誘導区域－１ 〔十王駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－２ 〔小木津駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－３ 〔日立駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－４ 〔常陸多賀駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－５ 〔大甕駅周辺地区〕 
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■都市機能誘導区域－６ 〔田尻地区〕 
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■都市機能誘導区域－７ 〔滑川地区〕 
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■都市機能誘導区域－８ 〔兎平地区〕 
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■都市機能誘導区域－９ 〔諏訪地区〕 
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■都市機能誘導区域－10 〔油縄子地区〕 
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 ■都市機能誘導区域－11 〔金沢地区〕 
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■都市機能誘導区域－12 〔金沢団地地区〕 
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■都市機能誘導区域－13 〔南高野地区〕 
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■都市機能誘導区域－14 〔久慈浜地区〕 
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■都市機能誘導区域－15 〔大沼地区〕 
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■都市機能誘導区域－16 〔水木地区〕 
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８ 誘導施設 

 

(1) 拠点のタイプと誘導施設の例 

都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき誘導施設を設定しますが、立地適正化計画作成の

手引きでは、以下のような施設例が示されています。 

 

表 拠点のタイプと誘導施設の例 

 中心拠点 地域／生活拠点 

行政機能 
■中枢的な行政機能 

例：本庁舎 

■日常生活を営む上で必要となる行政窓口機

能等 

例：支所、福祉事務所など各地域事務所 

介護福祉 

機能 

■市町村全域の市民を対象とした高齢者福祉

の指導・相談の窓口や活動の拠点となる機能 

例：総合福祉センター 

■高齢者の自立した生活を支え、又は日々の介

護、見守り等のサービスを受けることができ

る機能 

例：地域包括支援センター、在宅系介護施設、

コミュニティサロン 等 

子育て機能 

■市町村全域の市民を対象とした児童福祉に

関する指導・相談の窓口や活動の拠点となる

機能 

例：子育て総合支援センター 

■子どもを持つ世代が日々の子育てに必要な

サービスを受けることができる機能 

例：保育所、こども園、児童クラブ、子育て

支援センター、児童館 等 

商業機能 

■時間消費型のショッピングニーズなど、様々

なニーズに対応した買い物、食事を提供する

機能 

例：相当規模の商業集積 

■日々の生活に必要な生鮮品、日用品等の買い

回りができる機能 

例：延床面積○㎡以上の食品スーパー 

医療機能 

■総合的な医療サービス（二次医療）を受ける

ことができる機能 

例：病院 

■日常的な診療を受けることができる機能 

例：延床面積○㎡以上の診療所 

金融機能 
■決済や融資などの金融機能を提供する機能 

例：銀行、信用金庫 

■日々の引き出し、預け入れなどができる機能 

例：郵便局 

教育・文化 

機能 

■市民全体を対象とした教育文化サービスの

拠点となる機能 

例：文化ホール、中央図書館 

■地域における教育文化活動を支える拠点と

なる機能 

例：図書館支所、社会教育センター 
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(2) 本市における都市機能誘導区域への誘導施設 

都市計画運用指針での考え方を踏まえ、本計画では、拠点のタイプ別に以下のような施設の

誘導を行います。 

表 本市における都市機能誘導区域への誘導施設 

 

拠点のタイプ 

施設の定義 主な施設の例 都市拠点型 
生活支援型 

中心商業業務 地域生活業務 

誘 

導 

機 

能 

医療 

機能 

総合的な医療サービスを 

提供する施設 

○医療法第１条の５第１項に定める病院のうち、

診療科目に内科、外科、小児科のいずれかを含

むもの（病床数 20 床以上） 

病院 

日常的な医療サービスを提供する施設 

○医療法第１条の５第１項に定める診療所のう 

ち、診療科目に内科、外科、小児科のいずれ 

かを含むもの 

診療所 

福祉 

機能 

福祉サービスの相談 

・サービス提供を行う 

施設 

－ 

○老人福祉法及び介護保険法に定める施設のう

ち、通所によるサービス提供を目的とする施

設。 

地域包括支援センター  

福祉サービスを提供する施設 
通所型施設 

小規模多機能施設 

子育

て支

援機

能 

育児相談や保健の窓口となる施設 

教育・保育を行う施設 

○児童福祉法第６条の３第６項に規定する地域子

育て支援事業の実施を目的とする施設 

○児童福祉法第６条の３第７項に規定する一時預

かり事業を行う施設 

○児童福祉法第 39 条第 1 項に規定する保育所 

〇学校教育法第 1 条に規定する幼稚園 

〇就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的

な提供の推進に関する法律第２条第６項に規定

する認定こども園 

子育て支援センター 

児童館・児童センター 

保育所 

幼稚園 

認定こども園 

商業 

機能 

広域性のあ

る施設 
－ 

○日常生活に必要な生鮮食料品や日用品に加え、

買回り品や専門品を販売する店舗（店舗に供す

る部分の面積 10,000 ㎡以上） 

大規模商業施設 

専門店 

スーパーマーケットを中心に 

商業施設が集積する施設 

○日常生活に必要な生鮮食料品や日用品を販売す

る店舗（大規模小売店舗立地法第３条に定める

基準面積 1,000 ㎡以上） 

スーパーマーケット 

ドラッグストア 

－ 生鮮３品を扱う最寄性のある施設   ○上記以外の店舗 コンビニエンスストア  

金融 

機能 
窓口（出納）を有する施設 

○銀行法、信用金庫法、中小企業等協同組合法に

定める施設 

本店 

支店 

行政 

機能 
市の行政サービス施設 

 市役所  

支所・出張所 

交流センター 

教育 

・ 

文化 

機能 

図書館等 － 
 図書館 

博物館 

娯楽施設 
 映画館 

文化ホール 

高等教育施設 － 

○学校教育法第１条に定義される学校のうち、高

等教育を行う施設 

大学 高等学校 

高等専門学校 

専修学校 各種学校 

義務教育施設 

○学校教育法第１条に定義される学校のうち、中

等教育までを行う施設 

小学校 中学校 

義務教育学校 

中等教育学校 

特別支援学校 



74 

 

 

   (3) 拠点別誘導施設 

    本市の特性や各都市機能誘導区域の役割などを総合的に勘案し、充足すべき誘導施設につい

ては以下のとおりとします。 

 

表 拠点別誘導施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（立地状況は 2019 年時点） 

 

 

  

病院 診療所 福祉機能
子育て支援

機能

大規模商業

施設

その他の

商業施設
金融機能 行政機能

教育文化

機能

十王

豊浦 ○ ● ○ ● ● ● ● ●

● ▲ ● ● ● ▲ ○

田尻地区 ○ ● ● ● ▲

● ● ● ● ● ● ● ●

滑川地区 ○ ○ ● ● ○

兎平地区 ○ ○ ▲ ● ●

● ● ● ● ● ● ●

諏訪地区 ○ ○ ▲ ● ●

油縄子地区 ● ● ○ ● ○

金沢地区 ● ▲ ● ● ●

金沢団地地区 ○ ○ ▲ ● ●

水木地区 ○ ○ ○ ○ ○

大沼地区 ○ ○ ○ ○ ○

● ● ● ● ● ● ●

南高野地区 ○ ○ ○ ● ○

久慈浜地区 ▲ ▲ ○ ● ▲

誘導施設

常陸多賀駅周辺地区

都市拠点型

（地域生活業務）

拠点タイプ地区

都市拠点型

（中心商業業務）

○

●

●

十王駅周辺地区

小木津駅周辺地区

日立駅周辺地区

地区名

南部

生活支援型

生活支援型

都市拠点型

（地域生活業務）

都市拠点型

（地域生活業務）

日高

本庁

生活支援型

都市拠点型

（地域生活業務）

多賀

●

生活支援型

●　誘導を図る施設で現在立地している施設

〇　誘導を図る施設だが立地していない施設

▲　誘導を図る施設で、近接して立地している施設

大甕駅周辺地区
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９ 都市機能誘導区域に関する届出制度 

都市機能誘導区域外における誘導施設の整備の動きを把握するため、都市機能誘導区域外で

誘導施設を有する建築物の開発行為や建築等行為（新築・改築・用途変更）を行う場合には、市

長に届出が必要となります。 

また、都市機能誘導区域内において、当該誘導区域に係る誘導施設の休止又は廃止をしようと

する場合には、市長に届出が必要となります。 

 

(1) 届出の対象となる行為 

都市機能誘導区域に係る以下の行為を行おうとする場合には、それぞれの行為の 30日前ま 

でに、原則として市長への届出が義務付けられます。 

ただし、仮設建築物に係る開発行為や建築行為等についてはこの限りではありません。 

 

 

(2) 届出に対する取扱い 

市長は、届出をした者に対し、必要に応じて税財政、金融上の支援措置など当該区域内にお

ける誘導施設の立地誘導のための施策に関する情報提供等を行います。 

また、何らかの支障が生じると判断した場合には、開発規模の縮小や都市機能誘導区域への

立地を促すなどの調整を行い、調整が不調となった場合には、必要な勧告を行うことができま

す。  

都市機能誘導区域内 都市機能誘導区域外 

・当該誘導区域に係る誘導施設の休止又は廃

止をしようとする場合 

〇開発行為 

 ・誘導施設を有する建築物の建築を目的とす

る開発行為を行おうとする場合 

 

〇開発行為以外 

 ・誘導施設を有する建築物を新築しようとす

る場合 

 ・建築物を改築し誘導施設を有する建築物と

する場合 

 ・建築物の用途を変更し誘導施設を有する建

築物とする場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出時期：休止又は廃止する 30日前まで 届出時期：行為に着手する 30日前まで 


